



濱  智 江
第一章 序論
第二章 債務引受の認められる経緯および根拠
第三章 債務引受の契約当事者 (以上, 中京法学第巻第３・４号
合併号)













() 野澤・前掲注 () 	頁, 四宮・前掲注 () 	頁, 椿・前掲注 ()















大審院は ｢責的債務引受契約ハ第三者 (ここでは引受人｡ なお ( )
内は筆者による｡) カ從來ノ債務者ヲシテ其債務關係ヨリセシメ自
ラ之ニ代テ債務者トナルコトヲ債權者ト約スル契約ニシテ當事者ノ一方















() 四宮・前掲注 () 頁参照｡
(




























































() 四宮・前掲注 () 頁参照｡
() 四宮・前掲注 () 	
頁参照｡








































() 四宮・前掲注 () 頁参照｡
































































() 四宮・前掲注 () 頁参照｡













































































































































































の責に任ずべきことは明らかである｣ と示したうえで, ｢一般に, ある
会社がその債務整理の目的で新会社を設立し, 新会社がその営業を無償
で譲受け, その営業利益で旧会社の債務を弁済しようとする場合の営業











() 大森忠夫 ｢判批｣ 民商巻３号(年), 竹内昭夫 ｢判批｣ 法
協	巻３号			
	頁 (

































() 松岡誠之助 ｢判批｣ ジュリ号頁 (年), 野澤・前掲注 () 
頁参照｡






号５頁 (年), 後藤勇 ｢貸金業の規制等に関する法律につい




法号 (頁)・号頁 (), 遠藤研一郎 ｢営業譲渡	債務譲渡に








切替契約による債務引受を認め, 破棄差戻しとした｡ すなわち ｢Ｙは,
消費者金融子会社の再編を目的として, Ｙの完全子会社Ａの貸金業を廃
止し, これをＹに移行, 集約するために本件業務提携契約を締結したの
であって, 上記の貸金業の移行, 集約を実現し, 円滑に進めるために,
本件債務引受条項において, ＹがＡの顧客に対する過払金等返還債務を










は, Ｙが, ＸとＡとの間で生じた債権を全て承継し, 債務を全て引き受
けることをその内容とするものとみるのが相当である (下線は筆者によ














































債務は承継されないことになる｡ さらに 判決は 判決との関









ことが明らかである (下線は筆者による)｡｣ と, 両判決を区別している｡
両判決の相違点は, 債権者Ｘの意思表示 (＝受益の意思表示) の有無よ
りも, 引受人であるＹ社からＸへのアプローチの有無にある｡ そのアプ
ローチとは, ｢ＡＹ間の過払金返還債務の引受けの合意｣ すなわち, ｢当
事者である原債務者と引受人が債権者に権利を取得させる意思のあるこ








































大正期に移り, ｢当事者の意思｣ の問題に移行する｡ 判決は, 第





























() 四宮・前掲注 () 頁, 我妻・前掲注 () 	頁参照｡
() 我妻・前掲注 () 	頁参照｡
た場合に原債務者と引受人間の契約が ｢履行の引受け｣ と ｢併存的引受
契約｣ のいずれに該当すべきか｡ 判例は, 第三者のためにする契約と区
別する姿勢を見せており (判決), 判決が ｢契約當事者カ第三
者ヲシテ權利ヲ取得セシムル意思ナクシテ單ニ其ノ一方カ相手方ノ第三
者ニ對スル債務ノ履行ヲ爲スヘキコトヲ約シタルニ止ルトキ｣ を履行の



























() 鳩山秀夫 『民法研究第三巻 (債権総論)』 (岩波書店, 年) 頁,
末川博 ｢併存的債務引受｣ 『続民法論集』 (評論社, 年) 	頁以下｡
() 末川博 ｢併存的債務引受｣ 論叢第４巻第３号
頁参照｡



































() 末川・前掲注 (	) 頁参照｡
() 野澤・前掲注 () 頁参照｡
判決においてそれが現実のものとなった｡
第三者のためにする契約による債務引受が成立するためには, 契約当



















最後に, 誤解を恐れず疑問点を指摘する｡ まず, 債権者の受益の意思











次に, 営業譲渡に関する 判決や事業再編に関する 
判決に接し, 債権者が債務引受を明確に拒絶するなど特段の事情のない
限り, 当事者には既存の債務の引受けを成立させる意思が存在すると考
える余地はないのだろうか｡ 新事業者 (譲受会社) が旧事業者 (譲渡会
社) を引継ぎ, 同一人物と評価され, 旧事業者 (譲渡会社) がもはや機
能していない場合には債権者の引き当てとなる対価は残されていないと
考える方が自然であり, そのような場合にまで旧事業者 (譲渡会社) が





























表１ 免責的債務引受と併存的債務引受の特質, 役割, 効果の比較
[特質・役割] [効果]
免責的債務引受 特定承継, 処分行為 引受人の債務負担, 旧債務者の免責 (第条第項)




































※ 第三者のためにする契約 (第条第４項) と規定されている｡
※※ この２点が本稿において新たに明らかになった点である｡
出所：著者作成｡
